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 第 １ 市  勢 

 １ 位置と地勢 

本市は茨城県の南西部，都心から 55ｋｍ圏内に位置しており，東はつくば市・

つくばみらい市，西は坂東市，南は守谷市，北は八千代町・下妻市にそれぞれ接

しています。 

 南北は約 20km，東西は約 10km の広がりを持ち，面積は，123.64 ㎢です。標高は

約 5～24ｍで，気候は，太平洋型の気候であり，四季を通じて穏やかです。 

 本市のほぼ中央には一級河川の鬼怒川が流れており，東部の低地部は広大な水

田地帯となっています。西部は丘陵地となっており，集落や畑地，平地林が広が

っていますが，住宅団地や工業団地，ゴルフ場なども造成され，近郊整備地帯[*] 

として都市機能の強化も図られています。 

 道路体系は，本市を南北に国道 294 号，東西に国道 354 号が整備されていま

す。また，周辺市町村と連絡する主要地方道や一般県道があります。さらに，本

市のほぼ中央部には首都圏中央連絡自動車道が開通し，広域道路網の整備が進ん

でいます。鉄道については，南北に関東鉄道常総線が走り，取手方面と下妻・筑

西方面を結び，守谷市においてつくばエクスプレスと接続し，東京都心等への所

要時間の短縮により通勤圏の拡大が進んでいます。 

  

【市の位置】 

[*] 近郊整備地帯：首都圏整備法に基づき国土交通省が指定している区域の一つ。ほかには既成市

街地と都市開発区域がある。近郊整備地帯は，東京及び隣接する枢要な都市を含む既成市街地の周

辺で，その無秩序な市街地化を防止するため，計画的に市街地を整備し，あわせて緑地を保全する

必要がある区域とされている。 
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 ２ 沿   革 

区 分 年  月  日 旧 町 村 名 

市 制 施 行 昭和２９年 ７ 月１０日 

水海道町、豊岡村、菅原村、大花羽村、三

妻村、五箇村、大生村、坂手村の１町７村

をもって水海道市となる。 

第一次編入 昭和３０年 ３ 月３１日 
真瀬村の一部（現東町）、十和村の一部（現

川又町）を合併。 

第二次編入 昭和３１年 ４ 月 １ 日 内守谷村、菅生村を合併。 

編入合併 平成１８年 １ 月 １ 日 
隣接する石下町を編入合併。現在の市域

となる。市の名称を「常総市」に改名。 

 

 ３ 面積及び人口 

 （１）面 積 １２３．６４㎢   (２)令和８年３月３１日現在(常住人口) 

    東 西     約１０㎞     世帯数   ２３，９９０ 戸 

    南 北     約２０㎞         男 ２９，３３０  人  

                                             女  ２８，６８８  人   

                    人  口 計  ５８，０１８  人  
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４ 予   算                               

令和８年度会計別予算 

（単位：千円） 

会   計   名 令和８年度 令和７年度 比較増減 
増減率 

（％） 

一 般 会 計 26,802,000 26,320,000 482,000 1.8 

特 

別 

会 

計 

国民健康保険 6,041,492 6,161,948 △ 120,456 △ 2.0 

後期高齢者医療 1,838,941 1,674,582 164,359 9.8 

介護保険 5,742,777 5,650,187 92,590 3.0 

介護サービス事業 26,303 24,323 1,980 1.6 

水道事業 2,136,505 2,052,820 83,685  4.1 

下水道事業 3,422,323 3,252,283 170,040  5.2 

小   計 19,208,341 18,816,143 392,198 2.1 

合        計 46,010,341 45,136,143 874,198 1.9 
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令和８年度一般会計予算（目的別分類） 

歳 入                            （単位：千円） 

款 

令和 8 年度 令和 7 年度 対前年度     

増減率

（％） 予算額 
構成比

（％） 
予算額 

構成比

（％） 

1 市   税 10,524,908  39.3  10,343,976  39.3  1.7 

2 地方譲与税 317,952  1.2  318,172  1.2  △ 0.1 

3 利子割交付金 15,000  0.0  6,000  0.0  150.0 

4 配当割交付金 70,000  0.3  45,000  0.2  55.5 

5 株式等譲渡所得割交付金 80,000  0.3 50,000  0.2  60.0 

6 法人事業税交付金 195,000  0.7  195,000  0.7  0.0 

7 地方消費税交付金 1,700,000  6.3  1,600,000  6.1  6.3 

8 ゴルフ場利用税交付金 35,000  0.1  35,000  0.1  0.0 

9 環境性能割交付金 30,000  0.1  30,000  0.1  0.0 

10 地方特例交付金 50,000  0.2  50,000  0.2  0.0 

11 地方交付税 4,200,000  15.7  4,200,000  16.0  0.0 

12 交通安全対策特別交付金 6,000  0.0  6,000  0.0  0.0 

13 分担金及び負担金 149,201  0.6  151,548  0.6  △ 1.5 

14 使用料及び手数料 222,423  0.8  213,718  0.8  4.1 

15 国庫支出金 4,408,422  16.4  4,513,177  17.1  △ 2.3 

16 県支出金 1,999,426  7.5  1,888,544  7.2  5.9 

17 財産収入 23,515  0.1  33,670  0.1  △ 30.2 

18 寄附金 521,500  1.9  521,500  2.0  0.0 

19 繰入金 900,000  3.4  520,000  2.0  73.1 

20 繰越金 150,000  0.6  150,000  0.6  0.0 

21 諸収入 374,653  1.4  604,795  2.3  11.6 

22 市債 829,000  3.1  843,900  3.2  △ 1.8 

歳 入 合 計 26,802,000  100.0  26,320,000  100.0  1.8 
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歳 出                            （単位：千円） 

款 

令和 8 年度 令和 7 年度 対前年度     

増減率

（％） 予算額 
構成比

（％） 
予算額 

構成比

（％） 

1 議 会 費 217,048  0.8  216,813  0.8  0.1 

2 総 務 費 3,624,486  13.5  3,500,172  13.3  3.4 

3 民 生 費 10,359,621  38.7  10,188,656  38.7  1.7 

4 衛 生 費 1,709,473  6.4  1,603,925  6.1  6.6 

5 労 働 費 9,578  0.0  10,607  0.0  △ 9.7 

6 農林水産業費 654,757  2.4  625,873  2.4  4.6 

7 商 工 費 202,236  0.8  182,494  0.7  10.8 

8 土 木 費 3,265,380  12.2  3,453,590  13.1  △5.4 

9 消 防 費 1,496,817  5.6  1,383,973  5.3  8.2 

10 教 育 費 2,592,251  9.7  2,328,561  8.9  11.3 

11 公 債 費 2,640,353  9.8  2,795,336  10.6  △ 5.5 

12 予 備 費 30,000  0.1  30,000  0.1  0.0 

歳 出 合 計 26,802,000  100.0  26,320,000  100.0  1.8 
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第 ２ 議  会 

１ 議会の組織（令和８年４月１日現在） 

（１）構  成 

                      （定数）   （現員） 

             総 務 委 員 会     （７）      （５） 

 

             文教厚生委員会     （７）      （６） 

常 任 委 員 会  

             建設経済委員会   （６）    （６） 

                  

議会広報委員会     （６）     （６） 

 

  議会運営委員会              （８人以内）   （７） 

 

（２）議  員 

   

①任 期  令和５年５月１日～令和９年４月３０日 

 

②定 数   ＊  条例定数  ２０人（令和４年１２月１９日議決） 

        ＊ 現  員  １８人（令和８年４月１日現在） 

 

③齢別議員構成（令和８年４月１日現在） 

   ３０～３９歳    １人 

   ４０～４９歳    １人 

   ５０～５９歳    ４人      平均年齢 ６６歳 

   ６０～６９歳     ２人 

   ７０～７９歳    ９人 

   ８０～８９歳    １人 

  

  ④党派別及び会派別議員構成（令和８年４月１日現在） 

党  派 人  数 政 策 会 派 人  数 

公 明 党   ２ 常総の志 ６ 

自由民主党  １ 令明会 ５ 

日本共産党   １ 無会派 ７ 

立憲民主党  １  

日本保守党  １ 

無 所 属    １２ 
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  ⑤当選回数別議員数    

１回 ４人 ２回 ５人 ３回 １人 ４回 ２人 

５回 １人 ６回 ２人 ７回 ０人 ８回 １人 

９回 ０人 10回 ０人 11回 １人 12回 １人 

  

２ 事務局の構成 

 （１）構   成 

                     庶 務 係（２） 

   議会事務局長   局長補佐  

会 議 係（２） 

 

 （２）職 員 数   ＊条例定数  ６ 人 

           ＊現  員  ６ 人 

 

 ３ 議会の会議などについて（令和７年５月～令和８年４月） 

（１）通年議会               

    平成２６年５月１日から通年議会を導入 

    毎年５月１日から１年間を会期とし，条例により定例会に相当する会議を年

４回と定める。 

区   分 本会議日数 

５月随時会議 １ 

６月定例会議 ５ 

９月定例会議 ５ 

11月随時会議 １ 

12月定例会議 ６ 

２月随時会議 １ 

３月定例会議 ５ 

会 期 合 計 ２４ 

 

（２）常任委員会等の会議日数 

 

委 員 会 名 開催日数 
管外視察 

日  数 
合  計 

総 務 委 員 会 ７ ３ １０ 

文教厚生委員会   ６   ３   ９ 

建設経済委員会   ５   ３   ８ 

広 報 委 員 会    ８   ０   ８ 

計 ２６   ９ ３５ 
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 （３）一般質問者数及び傍聴者数 

 

議会開催月 質問者数（人） 傍聴者数（人） 

５月随時会議 -  ４ 

６月定例会議 １５ ７７ 

９月定例会議 １５ ５７ 

11月随時会議 -  ０ 

12月定例会議 １６ ６６ 

２月随時会議 -  ０ 

３月定例会議 １３ ５６ 

計 ５９ ２６０ 

                                                          

  

 

 （４）議決状況 

 

 
区  分 

議 決 案 件 内 訳  

 条例等 予算 決算 人事 意見書 決議 その他 計  

 ５月随時会議 ０ ０ ０ ５ ０ ０ ０ ５  

 ６月定例会議 ７   １  ０ ７ ０  ０   ０ １５  

 ９月定例会議 １５  ２  ７  ８  ２  ０   １ ３５  

 11月随時会議 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １  

 12月定例会議 ２７   ７  ０  ０  １  ０  １ ３６７  

 ２月随時会議 ０ １ ０ １ ０ ０ ０ ２  

 ３月定例会議 ３１ １１  ０ ３    ０  １  ０ ４６  

 

計 ８０ ２３   ７ ２４  ３ 

  

１ 

 

２ １４０ 
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 ４ 歴代議長・副議長 

  （ 議  長 ） 

歴 代 氏   名 就任年月日 退任年月日 

水海道市初代 山野井 吉 雄 昭29. 7.11 昭30. 4.30 

２ 代 横 田 新六郎 昭30. 5.16 昭34. 4.30 

３代・４代 山野井 吉 雄 昭34. 5.14 昭38. 4.30 

５代～７代 沼 尻   茂 昭38. 5.14 昭46. 4.30 

８代・９代 古 谷   真 昭46. 5.14 昭50. 4.30 

10 代 松 村 卯 八 昭50. 5.14 昭53. 3.11 

11 代 青 柳 泰太郎 昭53. 3.11 昭54. 4.30 

12 代 倉 持 健一郎 昭54. 5.11 昭56. 7.29 

13 代 新 井 正 一 昭56. 7.29 昭58. 4.30 

14 代 亀 崎 冨太郎 昭58. 5.11 昭60. 5.16 

15 代 石 黒 信 義 昭60. 5.16 昭62. 4.30 

16 代 青 柳 泰太郎 昭62. 5.11 平元. 3. 9 

17 代 鈴 木   要 平元. 3. 9 平 3. 4.30 

18 代 五木田 良 一 平 3. 5.15 平 5. 5.10 

19 代 落 合   実 平 5. 5.10 平 7. 4.30 

20 代 倉 持 泰 仍 平 7. 5.17 平 9. 5.21 

21 代 堀 越 吉 男 平 9. 5.21 平11. 4.30 

22 代 堀 越 道 男 平11. 5.19 平13. 5.16 

23 代 中 村 安 雄 平13. 5.16 平15. 4.30 

24 代 五木田 良 一 平15. 5.16 平17．5.18 

25 代 鈴 木 恒 義 平17．5.18 平18．1.17 

常総市初代 鈴 木 恒 義 平18．1.17 平19．4.30 

２ 代 山 本 幹 男 平19．5.15 平21．5.14 

３ 代 中 島 亨 一 平21．5.14 平23．4.30 

４ 代 草 間 正 詔 平23．5.16 平25．4.21 

５ 代 岡 野 一 男 平25．5.14 平26．9.28 

６ 代 遠 藤 正 信 平26．9.29 平27．4.30 

７ 代 風 野 芳 之 平27．5.14 平29．5.16 

８ 代 風 野 芳 之 平29．5.16 平31．4.30 

９ 代 倉 持   守 令元. 5.16 令 3. 5.10 

10 代 中 村 安 雄 令 3. 5.10 令 5. 4.30 

11 代 坂 巻 文 夫 令 5. 5.15 令 7. 5.15 

12 代 中 村 博 美 令 7. 5.15 在 任 中 
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  （ 副 議 長 ） 

歴 代 氏   名 就任年月日 退任年月日 

水海道市初代 登 坂 清一郎 昭29. 7.11 昭30. 4.30 

２ 代 草 間 輔次郎 昭30. 5.16 昭31.11.17 

３ 代 寺 田 善七郎 昭31.12.27 昭34. 4.30 

４代・５代 山 崎   淳 昭34. 5.14 昭38. 4.30 

６ 代 長谷川 良 全 昭38. 5.14 昭40. 3.16 

７ 代 青 柳 泰太郎 昭40. 3.16 昭42. 4.30 

８ 代 長谷川 良 全 昭42. 5.12 昭46. 4.30 

９ 代 倉 持 健一郎 昭46. 5.14 昭48. 3.14 

10 代 新 井 正 一 昭48. 3.14 昭50. 4.30 

11 代 神 林   弘 昭50. 5.14 昭52. 3.14 

12 代 青 柳 泰太郎 昭52. 3.14 昭53. 3.11 

13代～15代 亀 崎 冨太郎 昭53. 3.11 昭58. 4.30 

16 代 石 黒 信 義 昭58. 5.11 昭60. 5.16 

17 代 鈴 木   要 昭60. 5.16 昭62. 4.30 

18 代 石 塚 利 三 昭62. 5.11 平元. 3. 9 

19 代 五木田 良 一 平元. 3. 9 平 3. 4.30 

20 代 落 合   実 平 3. 5.15 平 5. 5.10 

21 代 大 貫 栄 一 平 5. 5.10 平 7. 4.30 

22 代 菊 地 四 郎 平 7. 5.17 平 9. 5.21 

23 代 坂 野 武 男 平 9. 5.21 平11. 4.30 

24 代 松 村 和 治 平11. 5.19 平13. 5.16 

25 代 大 滝 藤 雄 平13. 5.16 平15. 4.30  

26 代 鈴 木 恒 義 平 15. 5.16 平 17．5.18 

27 代 草 間 正 詔 平 17．5.18 平 18．1.17 

常総市初代 篠 﨑 孝 之 平 18．1.17 平 19．4.30 

２ 代 篠 崎 正 己 平 19．5.15 平 21．5.14 

３ 代 吉 原 光 夫 平 21．5.14 平 23．4.30 

４ 代 遠 藤 正 信 平 23．5.16 平 25．5.14 

５ 代 茂 田 信 三 平 25．5.14 平 27．4.30 

６ 代 中 村 博 美 平 27．5.14 平 29．5.16 

７ 代 倉 持   守 平 29．5.16 平 31．4.30 

８ 代 小 林   剛 令元．5.16 令 3．5.10 

９ 代 坂 巻 文 夫 令 3．5.10 令 5．4.30 

10 代 佐 藤 剛 史 令 5．5.15 令 7. 5.15 

11 代 草 間 典 夫 令 7. 5.15 在 任 中 
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 ５ 議員報酬等 

 （１）議員報酬（平成１９年５月１日改定） 

 

職  名 月 額 

議  長 ４６０，０００円 

副 議 長 ４２５，０００円 

議  員 ４００，０００円 

 

 （２）期末手当（令和７年３月２５日適用） 

     ６月   １．７５箇月分     １２月  １．７５箇月分   

                       合  計 ３．５箇月分  

 

 （３）費用弁償 令和６年４月１日から条例改正により廃止 

（参考 平成１８年４月１日から令和６年３月３１日までは 

         １人１日   ２，０００円） 

 

 （４）研修視察旅費 

     常任委員会  常勤特別職相当の額に準じ支給 

 

  （５）政務活動費交付金（令和６年４月１日適用） 

１人  月額  １５，０００円 

            ※会派又は議員へ支給 

 

 ※ 市長等の給与 

職  名 給料月額 給与月額 備  考 

市  長 ８７０，０００円 ７８３，０００円 
令和１０年７月末まで 

１０％削減 

副 市 長 ７２０，０００円 ７２０，０００円  

教 育 長 ６６０，０００円 ６６０，０００円  
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 ６ 請願・陳情等審査状況（令和７年５月～令和８年４月） 

 （１）受理件数及び付託委員会 

  

         請  願  １件          請  願   １件 

○受 理             ○付 託 

         陳  情  １件          陳  情   １件 
                                         

区  分 議 運 総  務 文教厚生 建設経済 特別委員会 計 

請  願 ０ １ ０ ０ ０ １ 

陳  情 ０ ０ １ ０ ０ １ 

計 ０ １ １ ０ ０ ２ 

 

 （２）審査状況 

 

区  分 採 択 不採択 継続審査 趣旨採択 取り下げ 計 

請  願 ０ １ ０ ０ ０ １ 

陳  情 １ ０ ０ ０ ０ １ 

計 １ １ ０ ０ ０ ２ 

 

 

 ７ 意見書・決議関係 

 （１）件 数 

 

   年 

区分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 計 

意見書 ４ ５ ７ ７ ３ ３ ３ ３ １ ２ ４ １ ２ ３ ３ ５１ 

決 議 １ １ ０ ４ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ １ ０ １ １０ 

計 ５ ６ ７ 11 ３ ３ ３ ４ １ ２ ５ １ ３ ３ ４ ６１ 

  ※Ｈ２７年分より，会期（毎年５月から翌年４月まで）ごとに集計 
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平成２０年（９件） 

○ 米価の安定と生産調整に関する意見書（３月） 

○ 常総保健所の組織機能の存続強化を求める意見書（６月） 

○ 新石下排水樋管新設工事変更契約に関する意見書（６月） 

○ 後期高齢者医療制度の改善を求める意見書（６月） 

○ 教育予算の拡充を求める意見書（９月） 

○ 食糧需給率向上と高騰対策の早期実施に関する意見書（９月） 

○ 常総地方広域市町村圏事務組合が建設を予定しているキルン式ガス化溶融

施設に対する意見書（１２月） 

○ 現行保育制度の堅持・拡充と保育・学童保育・子育て支援予算の大幅増額を

求める意見書（１２月） 

○ 地方議員年金制度に関する意見書（１２月） 

 

平成２１年（１８件） 

○ 合併市町村幹線道路緊急整備支援事業（鹿小路細野線）に対し市内業者への

発注に十分な配慮を求める意見書（３月） 

○ 協同労働の協同組合法（仮称）の速やかな制定を求める意見書（３月） 

○ 肝炎対策のため基本法の制定を求める意見書（６月） 

○ 水海道有料道路の料金値下げによる利用拡大と豊水橋，美妻橋の渋滞解決策

を求める意見書（６月） 

○ 福祉循環バスの継続と予約型（デマンド型）乗合交通の料金見直しに関する

決議（６月） 

○ 北朝鮮の核実験に抗議する決議（６月） 

○ 介護療養型病床廃止中止を求める意見書（９月） 

○ 教育予算の拡充を求める意見書（９月） 

○ 政府が自ら決めた備蓄ルールに基づいて，20万トン規模の政府米買い入れを

求める意見書（９月） 

○ 県西広域水道用水供給事業料金見直しに関する意見書（９月） 

○ 産業廃棄物処理施設「常総クリーンセンター」の建設に反対することを求め

る意見書（９月） 

○ 地域医療を守るために常設の小児科医・産科医の確保と拡充を求める決議 

○ 永住外国人等への地方参政権付与を目的とする法案への反対に関する意見

書（１２月） 

○ 一級河川豊坂川改修事業の整備促進と一級河川将門川改修事業の再開を求

める意見書（１２月） 

○ 気候保護法(仮称)の制定に関する意見書（１２月） 

○ 首都圏中央連絡自動車道の着実な整備を求める意見書（１２月） 

○ 宅地課税証明書の偽造事件に伴う訴訟に係る求償債権の保全等に関する決

議（１２月） 

○ 違法埋め立てに関する行政指導強化を求める決議（１２月） 
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平成２２年（９件） 

 ○ 米価の下落に歯止めをかけ，再生産できる米価の実現を求める意見書 

（３月） 

 ○ 核兵器廃絶に向けた国際的な核軍縮・不拡散体制の強化を求める意見書 

   （３月） 

 ○ ＥＰＡ・ＦＴＡ推進路線の見直しを求める意見書（６月） 

 ○ 土地改良事業予算の確保を求める意見書（６月） 

 ○ 保険業法の制度と運用を見直し，自主共済制度の保険業法適用除外を求める

意見書（９月） 

 ○ 県道高崎・坂東線バイパスの早期整備に関する意見書（９月） 

 ○ 米価の大暴落に歯止めをかけるための意見書（９月） 

 ○ 免税軽油制度の継続を求める意見書（９月） 

 ○ ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）の加入に反対する意見書（１２月） 

 

 平成２３年（５件） 

 ○ 合併特例債の活用期間延長を求める意見書（６月） 

 ○ 合併特例債の活用期間延長の働きかけを求める意見書（６月） 

 ○ 市民の健康被害を防止するための放射能の安全基準と教育現場における防

護対策の早期制定を求める意見書（７月） 

○ 入札制度の更なる改革を求める決議（９月） 

○ 「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書（１２月） 

 

平成２４年（６件） 

 ○ 国民健康保険に対する国庫負担の増額を求める意見書（３月） 

 ○ 電気料金の値上げによる国民負担増に反対する意見書（６月） 

 ○ 東日本大震災で発生したがれきの受け入れに関する決議（６月） 

○ 東海発電所及び東海第二発電所の安全性確保と廃炉を求める意見書（８月） 

○ 韓国の李明博大統領による島根県・竹島上陸及び天皇陛下への侮辱発言に対

する意見書（９月） 

○ 香港の活動家らによる沖縄県・尖閣諸島上陸に対する政府対応への意見書 

（９月） 

 

平成２５年（７件） 

○ 朝鮮学校への補助金全額停止を求める意見書（３月） 

○ 国益に反するＴＰＰに参加しないことを求める意見書（６月） 

○ Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎患者の救済に関する意見書（９月） 

 ○ 新聞購読料への消費税軽減税率適用を求める意見書（１２月） 

 ○ ＴＰＰの即時撤退を求める意見書（１２月） 

 ○ 主要地方道取手豊岡線バイパスの早期整備に関する意見書（１２月） 

 ○ 中国による防空識別圏の設定の即時撤回を求める意見書（１２月） 
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平成２６年（１１件） 

 ○ 微小粒子状物質（PM2.5）にかかる総合的な対策の推進を求める意見書 

（３月） 

 ○ 「河野談話」の見直しを求める意見書（３月） 

 ○ 学校給食の格差是正を求める決議（３月） 

 ○ 高杉常総市長に対する問責決議（３月） 

 ○ 喜見山明議員の不適切発言及び一連の言動に対する問責決議（７月） 

 ○ 自主憲法制定の早期実現を求める意見書（８月） 

 ○ 都市計画道路「鹿小路細野線」早期全線開通と整備促進に関する意見書 

（８月） 

 ○ 滝下橋の早期復旧と（仮称）新滝下橋建設の早期着工を求める意見書（８月） 

 ○ 喜見山明議員の暴挙を批判し健全な議会運営を回復させる決議（８月） 

 ○ 手話言語法制定を求める意見書（１１月） 

 ○ 米価下落への対策を求める意見書（１１月） 

 

平成２７年（３件） 

 ○ 教育予算の拡充を求める意見書（８月） 

 ○ 平成２７年９月関東・東北豪雨災害に対する支援を求める意見書（１１月） 

 ○ 消費増税再延期を求める意見書（１１月） 

 

平成２８年（３件） 

 〇 「青少年健全育成基本法の制定」を求める意見書（８月） 

〇 地方議会議員の厚生年金への加入を求める意見書（１１月） 

〇 乳児用液状ミルクの国内販売に向けた法改正に関する意見書（１１月） 

 

平成２９年（３件） 

 〇 教育予算の拡充を求める意見書（８月） 

〇 種子法廃止に伴う万全の対策を求める意見書（８月） 

〇 北朝鮮による弾道ミサイルの発射及び核実験に対する日本国政府の対応に 

関する意見書(８月) 

 

平成３０年（４件） 

〇 保健所再編に伴う常総保健所の廃止に対する意見書（５月） 

〇 教職員定数改善及び義務教育費国家負担制度堅持に係る意見書（８月） 

〇 後期高齢者の医療費自己負担２割への引き上げに反対する意見書（２月） 

〇 天皇陛下御即位三十年に関する賀詞奉呈決議（３月） 
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平成３１年・令和元年（１件） 

〇 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（８月） 

 

令和２年（２件） 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税

財源の確保を求める意見書（８月） 

〇 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（１１月） 

 

令和３年（５件） 

〇 安全・安心の医療・介護の実現と国民のいのちと健康を守るための意見書（５

月） 

 〇 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（８月） 

〇 コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見書

（８月） 

〇 中華人民共和国に対し，自由と人権の尊重を保障するよう働きかけを求める

意見書（８月） 

〇 ロシアによるウクライナ侵攻に断固抗議する決議（２月） 

 

令和４年（１件） 

〇 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（９月） 

 

令和５年（３件） 

○ 常総市きぬの里地域促進バスの運行に関する条例に対する附帯決議（６月） 

○ 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（９月） 

○ 級地区分及び地域手当の格差是正を求める意見書（３月） 

 

令和６年（３件） 

○ 茨城県再生資源物の屋外保管の適正化に関する条例の一部改正を求める意見

書（６月） 

○ 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための政府予算に係る意見

書（９月） 

○ 最低賃金の大幅引き上げと中小企業支援策の拡充を求める意見書（３月） 

 

令和７年（４件） 

○ ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池火災防止に関するリサイクル掛金制度導入を求める意見書（９月） 

○ 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係る意見書（９月） 

○ 医療機関の経営強化を踏まえた診療報酬改定等を求める意見書（１２月） 

○ 議案第１０８号 常総市一般会計予算に対する決議（３月） 
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